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概 要
二階楕円型・放物型偏微分方程式において最大値原理は，最も基本的な性質で
あり，解の正則性の研究の第一歩でもある．Aleksandrov-Bakel’man-Pucci
の最大値原理 (以降，ABP最大値原理と呼ぶ)は，最大値という各点での関数
の値をその積分量によって評価するものである．近年，完全非線形二階一様楕
円型・放物型方程式の弱解 (粘性解)のHarnack不等式や，Calderón-Zygmund
評価にも本質的に用いられている ([3])．
ここでは，古典 (劣)解に対するABP最大値原理の証明を眺めてみよう．

1. 序
高校生でも知っている次の性質から始めよう．

u : (−1, 1) → R が x ∈ (−1, 1) で最大値をとれば，u′′(x) ≤ 0 が成り立つ．

よって，任意のx ∈ (−1, 1)に対し，−u′′(x) < 0を満たせば，次の性質が成り立つ．

max
x∈[0,1]

u(x) = max{u(0), u(1)}

この多次元版を考える．以下，Ω ⊂ Rnは，有界開集合とする．n × n実対称行列
A = (aij) (以降，このように書いて，Aの i行 j列成分がaijであるとする)が非負であ
るとし，u ∈ C(Ω) ∩ C2(Ω) が

−Tr(AD2u) = −
n∑

i,j=1

aij
∂2u

∂xi∂xj

< 0 in Ω (1)

を満たせば，次の等式が成り立つ事を証明しよう．(Trは，トレースを表す)

max
Ω

u = max
∂Ω

u

Aの固有値をλk ≥ 0とする．Aは直交行列Σ = (σij)を用いて，

ΣAΣT = (λiδij) =: Λ

と対角化できる．ここで，ΣT でΣの転置行列を表す．σk := (σk1, . . . , σkn) ∈ Rn (1 ≤
k ≤ n)とおく．

max
Ω

u ≥ max
∂Ω

uは常に成り立つから，max
Ω

u > max
∂Ω

uとして矛盾を導く．すると，
u(x0) = max

Ω
uとなるx0 ∈ Ωがある．x0 ∈ Ωなので次の不等式を満たす t0 > 0がある．

u(x0 ± sσk) ≤ u(x0) for ∀s ∈ (−t0, t0), k ∈ {1, . . . , n}
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故に，各k ∈ {1, . . . , n}に対し，次の不等式が成り立つ．

u(x0 + sσk) + u(x0 − sσk) − 2u(x0)

s2
≤ 0

s → 0とすれば, 〈σkD
2u(x0), σk〉 ≤ 0となる．(〈·, ·〉でn次元のユークリッド内積を表

す) 次のように変形できるので，(1)に矛盾する．

Tr(AD2u(x0)) = Tr(ΣT ΛΣD2u(x0)) =
n∑

k=1

λk〈σkD
2u(x0), σk〉 ≤ 0

同じ事は，aijがx ∈ Ωに依存していても成り立つ．その際，関数x ∈ Ω → aij(x)の
連続性は不要である事に注意する．

(1)を仮定するのは，偏微分方程式の立場からは不自然なので，

−Tr(A(x)D2u(x)) ≤ 0 in Ω (2)

を仮定する．同じ結論を得るために (aij(·))が非負より強い，正であると仮定する．

〈ξA(x), ξ〉 > 0 for x ∈ Ω, ξ ∈ Rn (3)

この仮定の下で，ε > 0に対し，uε(x) := u(x)+ε|x|2とおくと，次の不等式が成り立つ．

−Tr(A(x)D2uε(x)) ≤ −2εTrA(x) < 0

但し，(3)から，aii(x) > 0 (1 ≤ i ≤ n)となる事を用いた．故に，max
Ω

uε = max
∂Ω

uεが
成り立つ．ここで，ε → 0とすれば，max

Ω
u = max

∂Ω
uが導かれる．

2. 最大値原理
次に (2)の右辺が0でない場合を考える．

−Tr(A(x)D2u(x)) ≤ f(x) in Ω (4)

以降，A(x) = (aij(x))に対し，次の仮定をする．ここでは，これを一様楕円性と呼ぶ．

∃λ > 0 such that 〈ξA(x), ξ〉 ≥ λ|ξ|2 for x ∈ Ω, ξ ∈ Rn (5)

この仮定の下で，(4)の非斉次項fが有界ならば，次の最大値原理が得られる．

命題１ (5)とf ∈ C(Ω)を仮定し，‖f‖∞ := max
Ω

|f |とおく．u ∈ C(Ω) ∩ C2(Ω)が (4)

を満たすならば，次の不等式が成り立つ定数C0 = C0(n, λ, diam(Ω)) > 0が存在する．

max
Ω

u ≤ max
∂Ω

u + C‖f‖∞ (6)

証明　x0 ∈ Ωを固定し，µ > 0に対し，vµ(x) = u(x) + µ|x − x0|2とおく．vµは，

−Tr(A(x)D2vµ(x)) ≤ f(x) − 2µTrA(x)



を満たす．任意の ε > 0に対し，µ = µε :=
‖f‖∞ + ε

2λn
とおくと次の不等式が成り立つ．

−Tr(A(x)D2vµ(x)) ≤ −ε < 0

但し，一様楕円性からaii(x) ≥ λ (1 ≤ i ≤ n)が成り立つ事を用いた．
故に，max

Ω
vµ = max

∂Ω
vµを得る．簡単な計算で，次のような評価が導かれる．

max
Ω

u ≤ max
Ω

vµ = max
∂Ω

vµ ≤ max
∂Ω

u +
(diam(Ω))2

2λn
(‖f‖∞ + ε)

ここで，diam(Ω)はΩの直径である．最後に，ε → 0とすればよい．�

3. ABP最大値原理（楕円型）
ABP最大値原理は，(4)の右辺が非有界な関数でも，f ∈ Ln(Ω)ならば，‖f‖L∞の代わ
りに‖f‖Lnで置き換えて，命題１の結論 (6)が成立する事を保証する命題である．命題
１の証明でµの取り方を工夫しても証明できないので，全く違う発想が必要である．
また，非発散型偏微分方程式への応用が念頭にあるので，部分積分を用いずに証明

する必要がある．例えば，(4)の aijに微分可能性を仮定しない場合でも以下の結果は
適用できる．
以降，r > 0, x ∈ Rnに対し，Br(x) := {y ∈ Rn | |x − y| < r}とおき，Br := Br(0)

と略す．
ここで，重要な概念を導入する．u ∈ C(Ω)と開集合Ω0 ⊂ Ωに対し，uの (Ω0に関す

る)上接集合 (upper contact set) Γ[u; Ω0]を次のように定義する．r > 0に対し，

Γr[u; Ω0] := {x ∈ Ω0 | ∃p ∈ Br such that u(y) ≤ u(x) + 〈p, y − x〉 for ∀y ∈ Ω0}

とおく．更に，Γ[u; Ω0] :=
∪
r>0

Γr[u; Ω0]とする．Ω0 = Ωの時は，[· · ·]中のΩ0は略す．

 

《 上接集合の図 》

注意　Γr[u]の定義において，Brの代わりに，Brにした方が，粘性解に対するABP

最大値原理の証明には都合がよいことがある．

定理２ (5)とf ∈ Ln(Ω)を仮定する．u ∈ C(Ω)∩C2(Ω)が (4)を満たすならば，次の
不等式が成り立つ定数C0 = C0(n, λ) > 0が存在する．

max
Ω

u ≤ max
∂Ω

u + C0diam(Ω)‖f+‖Ln(Γ[u])



証明　 r :=
1

diam(Ω)

(
max

Ω
u − max

∂Ω
u

)
> 0の場合のみ証明すればよい．

Du(Γr[u]) = Brとなる事を示そう．まず，p ∈ Brを任意に固定し，関数 y ∈ Ω →
u(y) − 〈p, y〉の最大値をとる点をx ∈ Ωとする．つまり次の不等式が成り立つ．

u(y) ≤ u(x) + 〈p, y − x〉 for ∀y ∈ Ω (7)

x ∈ ∂Ωならば，max
Ω

u < max
∂Ω

u+rdiam(Ω)となり，rの定義に矛盾する．よって，x ∈ Ω

であるので，p = Du(x)が導かれる．つまり，Br ⊂ Du(Γr[u])が成り立つ．逆に，微
分の一意性から，x ∈ Γr[u]に対し，Du(x) ∈ Brとなるので，Br = Du(Γr[u])を得る．

ωnをn次元単位球体積とすると，次のように変形できる．

ωnrn =

∫
Br

dξ =

∫
Du(Γr[u])

dξ ≤
∫

Γr[u]

|detD2u(x)|dx (8)

最後の不等式は，detD2uが退化していなければ，等式で成立するが，退化している可
能性があるのでArea公式 (例えば，[7]を参照)を用いると，この不等式が成り立つ．
ところで，x ∈ Γ[u]では，(7)とuの2次のTaylor展開からD2u(x) ≤ Oがわかる．よっ

て，D2u(x)の固有値 {ν1(x), . . . , νn(x)}はすべて非正である．つまり, |detD2u(x)| =

(−ν1(x)) × · · · × (−νn(x))となる．相加相乗平均の不等式より，

|detD2u(x)| ≤

(
− 1

n

n∑
k=1

νk(x)

)n

(9)

が導かれる．D2u(x)を対角化する直交行列O(x)を考える(つまり，O(x)D2u(x)O(x)T =

(νi(x)δij)とする)．ここで，O(x) = (oij(x))とおき，Tr(A(x)D2u(x))を次のように変
形する．

Tr(A(x)D2u(x)) =
n∑

i,j,k=1

aij(x)okj(x)νk(x)oki(x) =
n∑

k=1

νk(x)
n∑

i,j=1

aij(x)oki(x)okj(x)

ここで，νk(x) ≤ 0 (1 ≤ k ≤ n)とO(x)O(x)T = (δij) を思い出し，一様楕円性 (5)を用
いて，次の不等式を得る．

Tr(A(x)D2u(x)) ≥
n∑

k=1

νk(x)λ
n∑

i=1

oki(x)2 = λ

n∑
k=1

νk(x) (10)

よって，(10), (9)と合わせ，(8)に代入して次の評価を得る．

ωnr
n ≤ 1

(nλ)n

∫
Γr[u]

{−Tr(A(x)D2u(x))}ndx ≤ 1

(nλ)n
‖f+‖n

Ln(Γr[u])

Γr[u] ⊂ Γ[u]に注意して整理すると，次の不等式が導かれる．

max
Ω

u − max
∂Ω

u = r ≤ diam(Ω)

nλω
1/n
n

‖f+‖Ln(Γ[u]) �

注意　命題２の結論は，右辺の積分領域を次で置き換えても成立する．

Ω0 := {x ∈ Ω | u(x) > max
∂Ω

u}



実際，Ω0 = ∅ならば自明なので，Ω0は空でない開集合としてよい．v(x) := u(x)−max
∂Ω

u

とおくと，(4)を満たす事がわかる．v(x) = 0 (∀x ∈ ∂Ω0)に注意して，命題２より

max
Ω

v = max
Ω0

v ≤ C0diam(Ω0)‖f+‖Ln(Γ[v;Ω0])

が成り立つ．よって，Ω0に置き換えた方が積分値は大きくなる．同様の注意は，以下
の定理や命題でも成立する．

次に，(4)に，一階微分項がある場合を考える．

−Tr(A(x)D2u(x)) + 〈b(x), Du(x)〉 ≤ f(x) in Ω (11)

ここで，b = (b1, . . . , bn) : Ω → Rnはベクトル値関数であり，|b| :=
√

b2
1 + · · · + b2

nと
する．以降，簡単のため‖b‖n := ‖|b|‖Ln(Ω)と書く．

定理３ (5)と f, |b| ∈ Ln(Ω)を仮定する．u ∈ C(Ω) ∩ C2(Ω)が (11)を満たすならば，
次の不等式が成り立つ定数C1 = C1(n, λ, ‖b‖n) > 0が存在する．

max
Ω

u ≤ max
∂Ω

u + C1diam(Ω)‖f+‖Ln(Γ[u])

証明　定理２の証明で，(8)の手前までは同じである．κ := ‖f+‖n
Ln(Γ[u])とおく．(κ = 0

の時は，κ > 0として，最後にκ → 0とすればよい)

まず，Area公式を適用して，次の不等式が成り立つ事に注意する．∫
Br

1

κ + |ξ|n
dξ ≤

∫
Γr[u]

|detD2u(x)|
κ + |Du(x)|n

dx ≤ 1

(nλ)n

∫
Γr[u]

{−Tr(A(x)D2u(x))}n

κ + |Du(x)|n
dx (12)

n次元単位球の表面積がnωnになる事に注意して，(12)の左辺を次のように変形する．∫
Br

1

κ + |ξ|n
dξ = nωn

∫ r

0

sn−1

κ + sn
ds = nωn log

(
1 +

rn

κ

)
右辺に (11)を使って，次の不等式を得る．

log

(
1 +

rn

κ

)
≤ 1

ωnnn+1λn

∫
Γr[u]

{|b(x)||Du(x)| + f+(x)}n

κ + |Du(x)|n
dx (13)

α, β ≥ 0に対し，(α + β)n ≤ 2n−1(αn + βn)に注意し，κの定義を思い出せば，右辺の
積分より次式の方が大きいので，置き換える事ができる．

2n−1

(∫
Γr[u]

|b(x)|ndx + 1

)
≤ 2n−1(‖b‖n

n + 1)

よって，(13)の両辺を eの肩に乗せると次の不等式を得る．

1 +
rn

κ
≤ A := exp

(
2n−1

ωnnn+1λn
(‖b‖n

n + 1)

)
A > 1に注意し，κの定義を思い出し変形すると次の評価が導かれる．

r ≤ (A − 1)
1
n‖f+‖Ln(Γ[u])

rの定義に戻れば，次の評価を得る．

max
Ω

u ≤ max
∂Ω

u + (A − 1)
1
n diam(Ω)‖f+‖Ln(Γ[u]) �



4. ABP最大値原理（放物型）
放物型方程式に対するABP最大値原理は，Krylovによって初めて示され ([15])，以下
に述べる放物型版の上接集合を用いた結果は，Tsoによって得られた ([17])．

T > 0を固定し，u : Ω × [0, T ] → Rに対し，次の不等式を考える．

∂u

∂t
− Tr(AD2u) + 〈b,Du〉 ≤ f in Ω × (0, T ] (14)

以降，t > 0に対し，Qt := Ω × (0, t)と書き，A, b, fの変数は (x, t) ∈ QTとする．
A = A(x, t)は，次の一様楕円性を満たすとする．

∃λ > 0 such that 〈ξA(x, t), ξ〉 ≥ λ|ξ|2 for ∀(x, t) ∈ QT , ξ ∈ Rn (15)

放物型の場合，上接集合に修正が必要である．関数u : QT → Rと r > 0に対し，

Πr[u] := {(x, t) ∈ QT | ∃p ∈ Br such that u(y, s) ≤ u(x, t) + 〈p, y − x〉 for (y, s) ∈ Qt}

とし，Π[u] :=
∪
r>0

Πr[u]とおく．(ここでも，〈·, ·〉はn次元のユークリッド内積である)

まず，簡略化した記号を導入する．u ∈ C2(QT )に対し，

ui :=
∂u

∂xi

, uij :=
∂2u

∂xi∂xj

, ut :=
∂u

∂t
, uit :=

∂2u

∂xi∂t

等と書く．i, jは, 1, 2, . . . , nを表し，tだけ特別な役割である．Du := (u1, . . . , un)とし，
t微分を含む場合は，次のように書く．

∇u := (u1, . . . , un, ut)
T

補題４　u ∈ C2(QT )とa := (a1, . . . , an) ∈ Rnに対し，写像Φ : QT → Rn+1を

Φ(x, t) := (u1(x, t), . . . , un(x, t), u(x, t) − 〈Du(x, t), x − a〉)

とすると，det∇Φ(x, t) = ut(x, t)detD2u(x, t) が成り立つ．但し，∇Φは次で定める．

∇Φ(x, t) :=


u11(x, t) · · · un1(x, t) (u(x, t) − 〈Du(x, t), x − a〉)1

...
. . .

...
...

u1n(x, t) · · · unn(x, t) (u(x, t) − 〈Du(x, t), x − a〉)n

u1t(x, t) · · · unt(x, t) (u(x, t) − 〈Du(x, t), x − a〉)t


証明　n + 1列の計算をしておく．(1 ≤ i ≤ n)

(u − 〈Du, x − a〉)i = −〈Dui, x − a〉, (u − 〈Du, x − a〉)t = ut − 〈Dut, x − a〉

線形代数で，行列式の値を変えない変形方法を思い出そう．各 j ∈ {1, . . . , n}に対し，
∇Φ(x, t)の j列にxj − ajをかけて，n + 1列目に加えた行列は，

u11(x, t) · · · un1(x, t) 0
...

. . .
...

...

u1n(x, t) · · · unn(x, t) 0

u1t(x, t) · · · unt(x, t) ut(x, t)





となる事がわかる．この行列の行列式とdet∇Φ(x, t) が等しいので，証明が終わる．�

さて，放物型方程式に対する ABP 最大値原理を述べる．簡単のため，‖b‖n+1 :=

‖|b|‖Ln+1(QT )と略す．また，QTの放物型境界を次のように定義する．

∂pQT := (∂Ω × [0, T ]) ∪ (Ω × {0})

定理５ (15)とf, |b| ∈ Ln+1(QT )を仮定する．u ∈ C2(QT )が (14)を満たすならば，次
の不等式が成り立つ定数C2 = C2(n, λ, T, ‖b‖n+1, diam(Ω)) > 0が存在する．

max
QT

u ≤ max
∂pQT

u + C2‖f+‖Ln+1(Π[u])

証明　m0 := max
∂pQT

uとおき，R := max
QT

u − m0 > 0の場合を考えればよい．よって，

R = u(a, t0) − m0を満たす (a, t0) ∈ Ω × (0, T ] がある．r0 :=
R

diam(Ω)
> 0とおいて，

D ⊂ Rn × Rを次のように定める．

D := {(ξ, h) ∈ Rn × R | |ξ| ≤ r0, diam(Ω)|ξ| < h − m0 < R}

補題４のΦ : Rn+1 → Rn+1を用いる．次の包含関係が成り立つ事を示そう．

D ⊂ Φ(Πr0 [u]) (16)

任意の (ξ, h) ∈ Dをとり，P (y) := h + 〈ξ, y − a〉とおくと，(y, t) ∈ ∂pQTに対しては，

P (y) ≥ h − |ξ||y − a| ≥ h − |ξ|diam(Ω) > m0 ≥ u(y, t)

が成り立つ．一方，P (a) = h < u(a, t0)となる．故に，

t1 := sup{s > 0 | u(y, s) ≤ P (y) (∀y ∈ Ω)}

とおくと，t1 ∈ (0, t0)となる事に注意する．すると，次の性質を満たす x̂ ∈ Ωがある．

u(x̂, t1) = P (x̂), u(y, s) ≤ P (y) in Qt1

　

 

 

 

 

 

 

   

《 t1で超平面が初めて接する事を表す図 》



よって，次の不等式が成り立つので，(x̂, t1) ∈ Πr0 [u]となる.

u(y, s) ≤ u(x̂, t1) + 〈ξ, y − x̂〉 for (y, s) ∈ Qt1

ここで s = t1とおくと，ξ = Du(x̂, t1)が得られ，h = u(x̂, t1) − 〈Du(x̂, t1), x̂ − a〉が
成り立つ．よって，(ξ, h) = Φ(x̂, t1) ∈ Φ(Πr0 [u])となり，(16) が示せた．

Case 1: b ≡ (0, . . . , 0)の場合　 (16)とArea公式から∫
D

dξdh ≤
∫

Φ(Πr0 [u])

dξdh ≤
∫

Πr0 [u]

|detΦ(x, t)|dxdt

を得る．以下の計算では，u, f, A, bの変数(x, t)は略す．左辺は，次のように変形できる．

左辺 =

∫
Br0

∫ R+m0

diam(Ω)|ξ|+m0

dhdξ = nωn

∫ r0

0

rn−1(R − diam(Ω)r)dr =
ωnRn+1

(n + 1)diam(Ω)n

一方，右辺は補題４から次のように評価できる．

右辺 ≤
∫

Πr0 [u]

ut|detD2u|dxdt ≤
∫

Πr0 [u]

(
ut − TrD2u

n + 1

)n+1

dxdt

命題２の証明と同様に，この右辺は次の式で上から評価できる．∫
Πr0 [u]

(
λut − Tr(AD2u)

λ(n + 1)

)n+1

dxdt

よって，Πr0 [u]上では，Tr(AD2u) ≤ 0とut ≥ 0に注意して，λ0 := min{1, λ} > 0とお
けば，これらを合わせて次の不等式が導かれる．

ωnRn+1

(n + 1)diam(Ω)n
≤ 1

{(n + 1)λ0}n+1

∫
Πr0 [u]

{ut − Tr(AD2u)}n+1dxdt

ここで，右辺に (14)を代入して次のように変形できる．

max
QT

u − max
∂pQT

u = R ≤ 1

λ0

(
diam(Ω)n

ωn(n + 1)n

) 1
n+1

‖f+‖Ln+1(Π[u])

Case 2: b ≡/ (0, . . . , 0)の場合　定理３と同様，少し修正が必要になる．κ := ‖f+‖n+1
Ln+1(Π[u])

とおき，κ > 0としてよい．∫
D

1

κ + |ξ|n+1
dξdh ≤ 1

{(n + 1)λ0}n+1

∫
Πr0 [u]

{ut − Tr(AD2u)}n+1

κ + |Du|n+1
dxdt

≤ 2n

{(n + 1)λ0}n+1

∫
Πr0 [u]

|b|n+1|Du|n+1 + (f+)n+1

κ + |Du|n+1
dxdt

≤ 2n

{(n + 1)λ0}n+1
(‖b‖n+1

n+1 + 1)

この左辺の変形をしよう．

左辺 = nωndiam(Ω)

∫ r0

0

r0r
n−1 − rn

κ + rn+1
dr



ここで，次を満たすように c0 > 0がとれれば，

κ + rn+1 ≤ c0

(
κ +

r0

n
rn − 1

n + 1
rn+1

)
(0 ≤ r ≤ r0) (17)

左辺より，次の値の方が小さい事がわかる．
nωndiam(Ω)

c0

log

(
1 +

rn+1
0

n(n + 1)κ

)
(17)は，簡単な計算から c0 = n(n + 1)とおけばよい事がわかる．故に，

log

(
1 +

rn+1
0

n(n + 1)κ

)
≤ A :=

2n(‖b‖n+1
n+1 + 1)

(n + 1)nλn+1
0 ωndiam(Ω)

となるので，両辺を eの肩にのせて整理すると次のように評価できる．

r0 ≤ {n(n + 1)(eA − 1)}
1

n+1‖f+‖Ln+1(Π[u])

r0の定義に戻れば，証明が終わる．�

5. 応用・一般化
ABP最大値原理の顕著な応用としては，非発散型2階一様楕円型・放物型方程式の弱解
(粘性解)のHarnack不等式および，Calderón-Zygmund評価がある．Harnack不等式の
証明には対数変換を用いる方法と，分布関数の減衰度を導く事で，積分可能性を得て
弱Harnack不等式を示す方法がある．前者は，1階微分の係数 bに強い積分可能性 (楕
円型の場合，|b| ∈ L2n(Ω))を必要とするため少し弱い結果になる．
また，pが次元nより少し小さい時の f ∈ Lp(Ω)の場合にもEscauriazaによるPucci

方程式の強解の存在定理 ([6])を利用して，非有界係数 bの場合にもABP最大値原理は
一般化されている ([11])．更に，1階微分項が一次以上の増大度の時もABP最大値原理
やHarnack不等式が成立するための十分条件が得られている ([12],[13],[14])．また，1

階微分項が一次増大以上ならばABP最大値原理が成り立たない反例がある ([12])．
最近，p-Laplace作用素 ([5],[9], [10])や∞-Laplace作用素 ([4]), 更に分数冪Laplace作

用素 ([8]) の場合にもABP最大値原理は一般化されている．
ここでは，p-Laplace作用素を含む簡単な場合を述べておく (cf. [5])．p > 1を固定

し，ξ ∈ Rn \ {0}とn × n実対称行列Xに対し，次のように定める．

Mp(ξ,X) := Tr

{(
I + (p − 2)

ξ ⊗ ξ

|ξ|2

)
X

}
νp := min{p − 2, 0} + 1 > 0とおくと，X ≤ Oならば，Mp(ξ, X) ≤ νpTrXとなること
に注意する．
よく知られたp-Laplace作用素は，4pu = |Du|p−2Mp(Du,D2u)で与えられる．

命題６　f ∈ Ln(Ω)を仮定する．u ∈ C(Ω) ∩ C2(Ω)が

−4pu ≤ f in Ω

を満たすならば，次の不等式が成り立つ定数C3 = C3(n, p) > 0が存在する．

max
Ω

u ≤ max
∂Ω

u + C3diam(Ω)‖f+‖
1

p−1

Ln(Γ[u])
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